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条件付き公募型プロポーザル方式による営繕工事設計者選定実施要領 

 

（目的） 

第１ この要領は、営繕工事設計者選定要綱第３第１項第２号に規定する条件付き公募型に関する選定

手続きを定めることを目的とする。 

 

（対象業務） 

第２ 本方式の対象となる業務は、次の各号に掲げる設計及び工事監理業務（以下「設計業務」という。）

のうち、契約担当者が必要と認めるものとする。 

(1) 計画調査、構造計算、施工計画等に関して広範かつ高度な知識と豊かな経験を必要とし又は先端

的な計測・試験を含む新技術を積極的に反映させる必要がある設計業務 

(2) 象徴性、記念性、芸術性、創造性等を求められる設計業務及び高度な技術的判断を必要とする設

計業務 

(3) その他条件付き公募型プロポーザル方式により選定することが適当であると認められる設計業務 

 

 （設計者選定委員会） 

第３ 次の各号に掲げる事務を行うために、別に定める「設計者選定委員会」（以下「選定委員会」と

いう。）を置く。また、選定委員会は、必要があると認めるときは、委員以外の者の意見を求めるこ

とができるものとする。 

(1) 技術提案書を特定するための評価基準の決定 

(2) 技術提案又はその一部についての審査 

(3) 技術提案書の評価 

(4) その他選定委員会において実施することが適当と認められる事項 

 

  （技術提案書提出資格及び技術提案書提出資格の決定） 

第４ 秋田県建設コンサルタント業務等条件付き一般競争入札試行要綱（平成２０年３月１７日建管 

第２４６０号、以下「試行要綱」という。）第４条の規定は、技術提案書を提出する者に必要な資格 

について準用する。この場合において、第４条中「入札に参加する者に必要な資格（以下「入札参加

資格」という。）」とあるのは「技術提案書を提出する者に必要な資格（以下「技術提案書提出資格」

という。）」と、「入札参加資格確認申請期限の日から落札決定の日まで」とあるのは「技術提案書

提出期限の日から技術提案書を特定した日まで」と読み替えるものとする。 

２ 技術提案書提出資格は、秋田県建設コンサルタント業務等入札制度実施要綱第１０条に基づく入札 

審査会又は同第 12 条に基づく入札審査委員会（以下「入札審査会等」という。）の議を経て決定す

る。 

 

（技術提案書の提出依頼の内容） 

第５ 契約担当者は、次の各号に掲げる事項を記載した技術提案書提出要領を作成し、技術提案書の提

出を依頼するものとする。なお、第４号の技術提案書を特定するための評価基準等については、選定

委員会の議を経て決定するものとする。 

(1) 業務の詳細な説明 

(2) 技術提案書の作成様式及び記載上の留意事項 

(3) 技術提案書の提出方法、提出先及び提出期限 
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(4) 技術提案書を特定するための評価基準及びヒアリングの有無 

(5) 技術提案書提出要領に不明な点がある場合の質問の受付方法、受付窓口、受付期間及び回答方法 

(6) 契約書案及び仕様書案 

(7) その他契約担当者が必要と認める事項 

 

 （技術提案書の提出依頼の公告） 

第６ 技術提案書の提出依頼の公告は、秋田県電子入札システムの入札情報サービスにおいて掲示する 

ことにより行う。 

 

 （技術提案書の提出） 

第７ 技術提案書提出資格者は、第５に規定する技術提案書（様式第１号）を所定の期限までに提出す 

るものとする。 

 

（技術提案書の特定） 

第８ 選定委員会は、提出された技術提案書について、別に定める評価基準に基づき、当該業務につい

て技術的に最適なものを評価するものとする。 

２ 契約担当者は、前項の結果を入札審査会等に報告し、入札審査会等の議を経て特定するものとする。 

３ 契約担当者は、特定された技術提案書の提出者に対して、技術提案書を特定した旨の通知（様式第

２号）を行うものとする。 

 

（非特定理由の説明） 

第９ 契約担当者は、技術提案書を提出した者（以下「提出者」という。）のうち技術提案書を特定し

なかった者に対して、技術提案書を特定しなかった旨及び特定しなかった理由（以下「非特定理由」

という。）の通知（様式第３号）を行うものとする。 

２ 前項の通知を受けた者は、当該通知の日の翌日から起算して７日（秋田県の休日を定める条例（平

成元年秋田県条例第２９号）第１条第１項に規定する県の休日（以下「休日」という。）を含まない。）

以内に、契約担当者に対して書面により非特定理由についての説明（以下「非特定理由の説明」とい

う。）を求めることができるものとする。 

３ 前項の期限内に非特定理由の説明を求められたときは、契約担当者は、設計者選定委員会の議を経

て、非特定理由の説明を求めることができる最終日の翌日から起算して１０日(休日を含まない。)以

内に書面により回答するものとする。 

４ 前３項の事項については、契約担当者は、第６の公告においてその旨を教示するものとする。 

５ 第１項の通知は、第８第３項の通知と同時に行うとともに、非特定理由については、第５第１項第

４号に規定する評価基準の各項目のいずれの観点から特定しなかったかを明らかにするものとする。 

 

（実施上の留意事項） 

第１０ 本方式は、調査、設計業務における具体的な取組方法について提案を求めるものであり、当該

業務の成果の一部を求めるものではない。 

２ ヒアリングを実施する場合は、当該設計業務を実施する際に配置を予定している管理技術者等を対 

象者に実施するものとする。 

３ 契約担当者は、技術提案書に記載すべき事項を極力具体的に示すものとする。また、提出を求める

技術提案書は可能な限り簡素化することとし、具体的な取組方法の提示を求めるテーマ１題につきＡ
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４用紙１枚以内で提案を求めるものとする。 

４ 提出者が他の設計者等の協力を得て、又は学識経験者の援助を受けて業務を実施する場合には、技

術提案書にその旨を明記するものとする。 

５ 技術提案書の作成及び提出に要する費用は、提出者の負担とするものとする。 

６ 提出された技術提案書は、提出者に返却しないものとする。 

７ 契約担当者は、提出された技術提案書を提出者に無断で使用しないものとする。 

８ 技術提案書に虚偽の記載をした場合は、当該技術提案書を無効とする。 

９ 技術提案書の提出後は、当該技術提案書の記載内容の変更を認めないものとする。 

１０ 提出者が１者であった場合は、第５により改めて提出を依頼するものとする。 

１１ 特定された技術提案書の内容については、当該設計業務の特記仕様書に明記するものとする。 

１２ 技術提案書の提出者の氏名等については、技術提案書を特定するまでは公表しないものとする。 

１３ 契約担当者は、第１項から第１０項までの事項について、第６の公告においてその旨を教示する

ものとする。 

 

第１１ この要領に定めるものの他必要な事項は、別に定めるものとする。 

 

附 則 

この要領は、平成１３年 ５月 １日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成１４年 ４月 １日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成１６年 ４月 １日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成１７年 ４月 １日から施行する。 

附 則 

１ この要領は、平成１７年 ７月 １日から施行する。 

２ プロポーザル方式に基づく設計者選定委員会設置要領は廃止する。 

附 則 

この要領は、平成１８年１０月 ２日から施行する。 

    附 則 

１ この要領は、平成２３年 ４月 １日から施行する。 

２ 第３に規定する選定委員会が行う事務は、秋田県入札制度適正化推進委員会設置要綱に規定する 

秋田県入札制度適正化推進委員会が行うものとする。 

３ 標準型プロポーザル方式による営繕工事設計者選定実施要領は廃止する。 

 

 

 

 


